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諮問庁：警察庁長官 

諮問日：令和７年５月１５日（令和７年（行情）諮問第５６９号） 

答申日：令和７年９月２２日（令和７年度（行情）答申第３７９号） 

事件名：集団ストーカー・電磁波犯罪被害についての内偵調査に係る資料等の

不開示決定（存否応答拒否）に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙に掲げる文書（以下「本件対象文書」という。）につき、その存否

を明らかにしないで開示請求を拒否した決定は、妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し、令和７年１月２３日付け令７警察庁甲

情公発第２１６－３号により警察庁長官（以下「処分庁」又は「諮問庁」

という。）が行った不開示決定（以下「原処分」という。）について、そ

の取消しを求めるものである。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は、審査請求書及び意見書の記載

によると、おおむね以下のとおりである。なお、添付資料は省略する。 

（１）審査請求書 

内偵調査の内容が公開されることにより、いまだに世間的に信じられ

ていない、集団ストーカー・電磁波犯罪被害の被害内容が信じるに至り、

及び、被害者の社会的地位の向上と被害届や告訴に至ることのできる被

害者が出てくることを期待できるため。 

（２）意見書 

一般的に、集団ストーカー・電磁波犯罪被害（テクノロジー犯罪被害）

において、その事象は科学的根拠がなく、有り得ないものとして理解さ

れてきました。 

特に、２００５年、２００６年頃に、被害者の人達の主張する、電波

攻撃・マイクロ波攻撃・電磁波攻撃という名称の被害の主張は、被害を

被っていない人達からすると、奇異な話、奇妙奇天烈な話、理解の出来

ない話をする頭のおかしい人達、精神的におかしい人達、果ては、電波

系の人と徒名を付けられ、ＳＮＳ上で馬鹿にされる存在となってしまっ

ています。 

しかし、電磁波を媒体とするこれらの被害者の主張には、科学的根拠
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があります。特定の物や人に照射できる、レーザーやメーザーの存在が

それです。特に、マイクロ波を誘導放出したメーザーの存在は、１９６

４年にノーベル物理学賞を発明者が受賞し、多岐に渡る分野で利用され

ているにも関わらず、その存在は犯罪の手段としては、無視されていま

す。他、目に見えない周波数帯の赤外線のレーザーや紫外線のレーザー

も存在します。 

それらを被害者が気付かないうちに照射されているとすれば、マイク

ロ波攻撃や電波攻撃、電磁波攻撃は、科学的根拠のある、裏付けのある

犯罪行為として存在するのです。 

他、集団ストーカーという名称であるからなのか、多人数で組織的に

行うストーカー行為は有り得ない現象とされ、法律にも条文化されてし

まい、その被害者の主張は、精神病故であるとされてきました。しかし、

桶川ストーカー殺人事件を鑑みれば、その存在性は明快です。 

今現在、取り返しのつかない間違いを社会として犯してしまっている

のではないかと危惧している状況です。 

警察に於かれましては、レーザーやメーザーの存在を大前提として、

集団ストーカー・電磁波犯罪被害（テクノロジー犯罪被害）を再評価し

て欲しいのと同時に、情報公開をして頂きたいと考えます。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求に係る行政文書開示請求について 

本件審査請求の対象である原処分に係る行政文書開示請求において、審

査請求人は、本件対象文書の開示を求めている。 

２ 原処分について 

処分庁は、本件開示請求については、本件対象文書の存否を答えるだけ

で法５条４号に規定する不開示情報を開示することとなるため、法８条の

規定に基づき、その存否を明らかにしないで本件開示請求を拒否し、不開

示とする原処分を行い、行政文書不開示決定通知書（令和７年１月２３日

付け令７警察庁甲情公発第２１６－３号）により、審査請求人に通知した。 

３ 審査請求人の主張について 

審査請求人は、「内偵調査の内容が公開されることにより、いまだに世

間的に信じられていない、集団ストーカー・電磁波犯罪被害の被害内容が

信じるに至り、及び、被害者の社会的地位の向上と被害届や告訴に至るこ

とのできる被害者が出てくることを期待できるため」と主張し、原処分の

取消しを求めている。 

４ 本件処分の妥当性について 

（１）法の規定について 

法５条４号は、公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公

訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすお
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それがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由がある情報を

不開示情報と規定している。 

また、法８条は、開示請求に対し、当該開示請求に係る行政文書が存

在しているか否かを答えるだけで、不開示情報を開示することとなると

きは、行政機関の長は、当該行政文書の存否を明らかにしないで、当該

開示請求を拒否することができることを規定している。 

（２）原処分の妥当性について 

本件開示請求は、限定された形態の犯罪に対する内偵調査実施の事実

に関して記載された文書の開示を求めるものと解するところ、これらの

情報は、警察の情報収集活動の方針、対象、関心事項等に関する情報で

あり、これを公にすることによって、警察の情報収集活動の実態が明ら

かになるとともに、特定個人又は特定の法人その他の団体に対する内偵

調査の実施の有無が推知され、不法行為を企図する者等において、各種

活動を潜在化、巧妙化させるなどの防衛措置を講じることを容易にする

など、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持その他の公共の安全と秩

序の維持に支障を及ぼすおそれがあると認められることから、法５条４

号の不開示情報に該当するものと認められる。 

したがって、本件対象文書が存在しているか否かを答えるだけで法５

条４号に規定する不開示情報を開示することとなるため、法８条に基づ

き、本件対象文書の存否を明らかにしないで本件開示請求を拒否し、不

開示とした原処分は妥当である。 

５ 結語 

以上のとおり、原処分は妥当なものであると認められることから、諮問

庁としては、本件について原処分維持が適当と考える。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は、本件諮問事件について、以下のとおり、調査審議を行った。 

① 令和７年５月１５日  諮問の受理 

② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年６月２５日    審査請求人から意見書を収受 

④ 同年８月２７日    審議 

⑤ 同年９月１６日    審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は、本件対象文書の開示を求めるものであり、処分庁は、

本件対象文書の存否を答えるだけで、法５条４号に規定する不開示情報を

開示することとなるとして、法８条の規定に基づき、不開示とする原処分

を行った。 

これに対し、審査請求人は、原処分の取消しを求めているところ、諮問
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庁は、原処分を妥当としていることから、以下、本件対象文書の存否応答

拒否の妥当性について検討する。 

２ 本件対象文書の存否応答拒否の妥当性について 

（１）本件対象文書の内容等に鑑みれば、本件対象文書の存否を答えること

は、個別具体的な事件について、何かしらの捜査を行った事実の有無

（以下「本件存否情報」という。）が開示されるのと同様の結果を生じ

させるものと認められる。 

（２）本件存否情報は、個別具体的な事件に関するものであり、犯罪の予防、

公訴の維持その他公共の安全と秩序の維持に係る情報であるといえる。 

また、本件対象文書のような個別具体的な事件に関する書類について

は、その内容を不開示としても、どのような文書が存在しているか否か

を答えるだけで、事件の受理状況や捜査の進捗状況等を推知し得ること

から、事件の受理状況や捜査の進捗状況等を察知した被疑者及び事件関

係者等が逃亡や罪証隠滅等を行うおそれが生じることとなるとともに、

被疑者等がその犯罪行為を潜在化、巧妙化させて継続、拡大等をする可

能性を否定できず、捜査活動等に対する対抗措置を講じる機会を与える

こととなり、犯罪の捜査、公訴の維持その他の公共の安全と秩序の維持

に支障を及ぼすおそれがあるなどとする上記第３の４（２）の諮問庁の

説明は、不自然、不合理とまではいえない。 

そうすると、本件存否情報は、公にすることにより、今後の犯罪の捜

査、公訴の維持その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれ

があると行政機関の長が認めることにつき相当の理由がある情報と認め

られることから、法５条４号の不開示情報に該当する。 

（３）したがって、本件対象文書の存否を答えるだけで、法５条４号の不開

示情報を開示することとなるため、法８条の規定により、本件対象文書

の存否を明らかにしないで、本件開示請求を拒否したことは妥当である。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人のその他の主張は、当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

４ 本件不開示決定の妥当性について 

以上のことから、本件対象文書につき、その存否を答えるだけで開示す

ることとなる情報は法５条４号に該当するとして、その存否を明らかにし

ないで開示請求を拒否した決定については、当該情報は、同号に該当する

と認められるので、妥当であると判断した。 

（第２部会） 

委員 武藤京子、委員 佐藤郁美、委員 寺田麻佑 
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別紙 

 

 本件対象文書 

巷間、存在すると言われる、集団ストーカー・電磁波犯罪被害において、

内偵調査を行った事があるのか。あれば、その日付と資料を公開して下さ

い。 


